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発行にあたり
町民の皆さまには、日ごろから湯沢町のまちづくりに対しご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

新型コロナウイルス感染症による行動制限が解除されてから 2年が経過し、インバウンドを含め多くの

観光客が戻ってきています。一方で、国際情勢の不安定さが増し、食料品やエネルギー価格は高騰が続い

ており、地域経済や町民の暮らしに与える影響が懸念されるところです。

町の基幹的な収入である固定資産税が、長期的には減少していく中で、経常的な経費は増加傾向にあり

ます。ふるさと納税は重要な財源ではありますが、寄付者の自由意思に基づく寄付金であり、不安定な財

源であると言わざるを得ないため、今後も財政状況の改善に向けた取り組みを継続していくことが重要と

なります。

財政状況を改善させるためには、歳入の確保と歳出の削減が欠かせません。将来的には事業の廃止や施

設の統廃合も検討が必要となるかもしれませんが、事業や施設を縮小することは、住民サービス等の低下

を招くことにもなりかねないため、それ以前に、他の手法がないか十分な検討を行う必要があります。

湯沢町は令和６年度に、持続可能な行財政運営の実現のため「湯沢町財政運営指針」を策定しました。

これは、令和 7年度から令和 11 年度までの 5か年度における町の財政運営の方針を示したものであり、

今年度はこの指針に沿って財政運営を行う初年度となります。

今後も財政状況と比較検討しながら、事業や施設の見直しを継続的に行い、将来も湯沢町が生活の場と

して選ばれる町、暮らすことを誇りに思える、活力あふれる町となることを目指してまちづくりを進めて

まいります。引き続き、町民の皆さまからのご理解とご支援をお願い申し上げます。

令和７年５月　　湯沢町長　　　　　　　　　　　　
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一般会計

一　般　会　計

令和７年度当初予算 93 億 2,900 万円93 億 2,900 万円
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　令和7年度一般会計予算の総額は、93億 2,900 万円で、昨年度と比較して７億5,000 万円、
8.7％の増となりました。
　実質的な町の負担を抑えるために後年度の交付税算入等を考慮し、起債を活用した道路改良事
業等が大幅な増額となっています。また、新ごみ処理施設建設のための負担金等、南魚沼市への
支出の増加などが一般会計の予算総額が大幅に増額となった主な要因です。
　予算は、1年間の各種行政サービスを適切かつ効率的に行うために収入と支出を見積もったも
のです。今年度も無駄のない計画的な執行に努めます。
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歳　　入

　歳入では約 4割を町税が占めており、そのうちの約 8割が固定資産税です。町税を含め、町が自ら調達で
きる収入である「自主財源」は全体の約 7割となっており、県内の他市町村と比べれば、財政の自主性が高
いといえます。
　前年度との比較では、町税が約9,360万円、国庫支出金が約5,270万円、町債が5億4,690万円の増となっ
ています。また、ふるさと納税の寄付金から 8億 5,500 万円、財政調整基金から 5億 1,490 万円を繰り入
れ、当初予算の編成を行いました。
　各種事業の実施に当たっては、その財源として国や県の補助金等を最大限に活用し、町の負担を削減する
よう努めています。

93 億 2, 900 万 円93 億 2, 900 万 円  の内訳

歳入

交付金交付金
3 億 1,569 万円3 億 1,569 万円
(3.4%)(3.4%)

地方交付税地方交付税
4 億 8,058 万 3 千円4 億 8,058 万 3 千円
(5.2%)(5.2%)

町税町税
36 億36 億
6,691 万 4 千円6,691 万 4 千円
(39.3%)(39.3%)

繰入金繰入金
13 億 8,408 万円13 億 8,408 万円 (14.8%)(14.8%)

財産収入財産収入
1 億 2,774 万 4 千円1 億 2,774 万 4 千円
(1.4%)(1.4%)
諸収入諸収入
2 億 3,882 万 8 千円2 億 3,882 万 8 千円
(2.6%)(2.6%)

寄付金寄付金
8億5,000万1千円(9.1%)8億5,000万1千円(9.1%)

その他その他
1 億 5,666 万 2 千円1 億 5,666 万 2 千円
(1.7%)(1.7%)

国・県支出金国・県支出金
10 億 7,249 万 8 千円10 億 7,249 万 8 千円
(11.5%)(11.5%)

町債町債
10 億 3,600 万円10 億 3,600 万円
(11.1%)(11.1%)

依 存 財 源依 存 財 源
29 億 477 万 1 千円29 億 477 万 1 千円

（31.1%）（31.1%）

自 主 財 源自 主 財 源
64 億 2,422 万 9 千円64 億 2,422 万 9 千円

（68.9%）（68.9%）

93億 2,900万円93億 2,900万円
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性質別

その他その他　1 億 2,146 万 3 千円 (1.3%)　1 億 2,146 万 3 千円 (1.3%)

公債費公債費
4 億 3,539 万 4 千円4 億 3,539 万 4 千円
(4.7%)(4.7%)

商工費商工費
2 億 1,647 万 9 千円2 億 1,647 万 9 千円
(2.3%)(2.3%)

衛生費衛生費
11 億 2,768 万 1 千円11 億 2,768 万 1 千円
(12.1%)(12.1%)

民生費民生費
13 億 8,200 万円13 億 8,200 万円
(14.8%)(14.8%)

土木費土木費
22 億 8,264 万 2 千円22 億 8,264 万 2 千円
(24.5%)(24.5%)

総務費総務費
25 億 6,571 万 2 千円25 億 6,571 万 2 千円
(27.5%)(27.5%)教育費教育費

5 億 8,375 万 3 千円5 億 8,375 万 3 千円
(6.3%)(6.3%)

消防費消防費
4 億 7,115 万 2 千円4 億 7,115 万 2 千円
(5.1%)(5.1%)

農林水産業費農林水産業費
1 億 4,272 万 4 千円1 億 4,272 万 4 千円
(1.5%)(1.5%) その他内訳その他内訳

議会費 7,059 万 3 千円
予備費 2,500 万円
災害復旧費 2,071 万 6 千円
労働費 515 万 2 千円
諸支出金 2 千円

歳出
目的別

93億2,900万円93億 2,900万円

普通建設事業費普通建設事業費
18 億 6,266 万 8 千円18 億 6,266 万 8 千円
(20.0%)(20.0%)

公債費公債費
4 億 3,539 万 4 千円4 億 3,539 万 4 千円
(4.7%)(4.7%)

人件費人件費
11 億 3,935 万 4 千円11 億 3,935 万 4 千円
(12.2%)(12.2%)

貸付金貸付金
2,232 万円 (0.2%)2,232 万円 (0.2%) 予備費予備費

2,500万円(0.3%)2,500万円(0.3%)積立金積立金
8 億 5,944 万 6 千円8 億 5,944 万 6 千円
(9.2%)(9.2%)

維持補修費維持補修費
4 億 5,028 万円4 億 5,028 万円
(4.8%)(4.8%)

物件費物件費
17 億 7,260 万 1 千円17 億 7,260 万 1 千円
(19.0%)(19.0%)

繰出金繰出金
2 億 8,649 万 7 千円2 億 8,649 万 7 千円
(3.1%)(3.1%)

補助費等補助費等
21 億 1,508 万 7 千円 (22.7%)21 億 1,508 万 7 千円 (22.7%)

災害復旧事業費災害復旧事業費
1,509 万円 (0.2%)1,509 万円 (0.2%)

扶助費扶助費
3 億 4,526 万 3 千円3 億 4,526 万 3 千円
(3.7%)(3.7%)

その他その他

義務的経費義務的経費

投資的経費投資的経費

19 億 2,001 万19 億 2,001 万
1 千円1 千円

18 億 7,775 万 8 千円18 億 7,775 万 8 千円

55 億 3,123 万55 億 3,123 万
1 千円1 千円

一般会計　歳入・歳出予算

　歳出を目的別にみると、総
務費、土木費、民生費が大き
な割合を占めています。
　前年度との比較では、総務
費が約 1億 1,800 万円、土木
費が 4億 3,085 万円の増額と
なり、消防費は約 4,300 万円
の減額となっています。
　土木費は、起債を活用した
道路改良事業の増などにより
大幅な増額となりました。

歳出（目的別）

歳出（性質別）
　歳出を性質別にみると、補助費等、
普通建設事業費、物件費が大きな割
合を占めています。
　補助費等には、各種団体への補助
金や南魚沼市への委託費（ごみ処理
施設の運営や消防業務等）、公営企
業会計への補助金などが計上されて
います。
　普通建設事業費には、公園施設や
道路改良などの予算が計上されてい
ます。これらの事業には、国・県の
補助金や交付税措置率の高い起債を
有効活用し、町の負担が少なくなる
よう努めています。また、南魚沼市
への負担金のうち、ごみ処理施設の
改修などの投資的経費は普通建設事
業費に計上されています。
　物件費には各種委託料や使用料、
消耗品や光熱水費などが計上され
ています。

性質別
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区　分 金　額 事業内容および今年度予算の特徴

特
別
会
計

国民健康保険特別会計 9 億 4,865 万 3 千円 国民健康保険に加入している方の医療費を給付す
る会計です。

後期高齢者医療特別会計 1 億 4,698 万 4 千円 75 歳（寝たきり等の一定の障がい状態にある方は
65 歳）以上の方の医療費を給付する会計です。

介護保険特別会計 9 億 5,412 万 7 千円 65 歳以上の要介護・要支援者の介護給付費や介護
予防事業費に関する会計です。

企
業
会
計

水道事業会計 4 億 6,580 万 8 千円 水道水の供給および水道管の整備更新、水源の維
持管理に関する会計です。

下水道事業会計 14 億 453 万 3 千円 下水道の整備・維持管理に関する会計です。

病院事業会計 5 億 6,380 万 9 千円 町立湯沢病院（湯沢町保健医療センター）の運営に
関する会計です。

　湯沢町には国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険の 3つの特別会計と、水道事業、下水道事業、病院事業
の 3つの企業会計があります。特別会計・企業会計は、一般的な行政にかかる経費を賄う一般会計とは別に、事
業目的を限定して独立した経理を行う会計のことをいいます。令和 6年度より、下水道事業が特別会計から企業
会計へ移行され、経営状況や財政状態が明確化されました。
　これらの事業は独立採算を原則としていますが、法令により一般会計が負担すべきとされているもののほか、
事業を運営するうえで収入が不足する場合には、不足分を一般会計が負担しています。令和７年度の一般会計か
ら特別会計への繰出金、企業会計への補助金は総額で8億 9,441 万 4千円となっています。

令和７年度特別会計当初予算 44 億 8,391万４千円44 億 8,391万４千円

特別会計
44億8,391万４千円

国民健康保険特別会計国民健康保険特別会計
9億 4,865万 3千円9億 4,865万 3千円（21.2%）（21.2%）

後期高齢者医療後期高齢者医療
特別会計特別会計
1億 4,698万 4千円1億 4,698万 4千円

（3.3%）（3.3%）

下水道事業会計下水道事業会計
14億 453万 3千円14億 453万 3千円

（31.3%）（31.3%）

病院事業会計病院事業会計
5億 6,380万 9千円5億 6,380万 9千円（12.6%）（12.6%）

介護保険特別会計介護保険特別会計
9億 5,412万 7千円9億 5,412万 7千円（21.3%）（21.3%）

水道事業会計水道事業会計
4億 6,580万 8千円4億 6,580万 8千円（10.4%）（10.4%）

企 業 会 計企 業 会 計

特 別 会 計特 別 会 計
20 億 4,976 万 4 千円20 億 4,976 万 4 千円

（45.7%）（45.7%）

24 億 3,415 万円24 億 3,415 万円
（54.3%）（54.3%）
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特別会計・町の財政状況

湯沢町の財政を支える税収のうち約 8割が固定資産税であり、年度により変動はあるものの、長期的には減少
傾向が続いています。税収が減少していく一方で、道路・橋梁・公共施設等のいわゆる社会資本は、順次更新の
時期を迎えており、その経費は年々増加しています。
こうした厳しい財政状況にある中で、各種事業の財源として国・県の補助金や起債等を最大限活用していますが、
令和 7年度は「財政調整基金」から５億円以上を取り崩しての予算編成となりました。他の自治体と比較すると
保有する公共施設等が多い湯沢町では、将来的にそのすべてを維持していくことが難しい財政状況に陥ることも
想定されるため、維持すべき施設と、廃止を検討しなければならない施設の取捨選択を行うなど、大胆な経費の
削減により、財政的な余力を確保していかなければなりません。
これからも必要な住民サービスの提供を維持していくため、昨年度策定した「湯沢町財政運営指針」を踏まえ、
財政状況の改善に取り組むくことが求められています。

町 の 財 政 状 況

16.0
15.0
14.0
13.0
12.0
11.0
10.0

9.0
8.0
7.0

財政調整基金年度末残高の推移

R7
（見込）

1 5 . 11 5 . 1

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

1 4 . 01 4 . 0 1 3 . 71 3 . 7

1 0 . 91 0 . 9

1 2 . 11 2 . 1
1 3 . 61 3 . 6

1 2 . 21 2 . 2 1 2 . 51 2 . 5

7 . 47 . 4

単位：億円単位：億円

年度年度

財政調整基金とは
財政調整基金は、一般会計の財源に余裕がある場合は積み立て、財源が不足する場合に取り崩すことで、年度
間の財源の不均衡を調整するために積み立てている基金です。

※�借入が財政をどれだけ圧迫しているかを示す指標である「実質公債費比率」は、県平均（10.9％）を下回り 8.0％（令和 5
年度決算時点）で、財政を圧迫するような負担とはなっていません。

一般 下水道 水道 病院 計

令和７年度末
町債残高見込

58 億
658 万 3 千円

16 億
6,205 万 1 千円 9,236 万 2 千円 3 億

4,315 万 2 千円
79 億

414 万 8 千円

※町民一人当たりの残高　約97万円（残高総額 /令和 7年３月末人口 8,181 人）

借入（町債）の活用
道路や橋梁などの社会資本は、長期にわたって利用されるものであり、世代間の負担を平準化するため、整備
や更新にかかる費用を借入（町債）で賄うことができます。
可能な限り利率が低く、返還金の一部が交付税に算入され国から措置されるものを借り入れることで、将来の
負担が過重にならないよう、計画的な借り入れに努めています。
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　より効率的で効果的な行政運営を行うため、計画・立案（Plan）、実施・施行（Do）、評価・
検証（Check）、改善・見直し（Action) のサイクルで、町が実施している事務事業の成
果について、数値化した客観的な指標等を活用し、その効率・効果等の評価を行っています。
　予め設定した指標に対する達成度を担当課が1次評価し、事務事業評価委員会（委員長：
副町長、委員：各部長）が事業の方向性を最終評価します。

事務事業評価
とは？

評価委員会の評価で廃止とされた事業
担当課 事業名 担当課評価 評価 廃止とされた事由

企画観光課
※U・Iターンのための
 賃貸住宅家賃等補助金 概ね達成 廃止

移住・定住促進の他、介護人材など不足する労働力の確
保にもつながる効果が期待される事業ではあるが、県の
補助金がなくなったことや、他の移住施策（移住支援金）
においても同様の効果が期待できるので、担当課評価の
とおり廃止とする。

企画観光課 若者コミュニティ創出事業 ほとんど
進展ない 廃止 町単独の実施だと参加者が少ない。定住自立圏等で連携

した事業を進めることとし町単独事業は廃止する。

令和６年度の事務事業評価は、令和５年度に実施した事業の内 63 事業について評価しました。評価結果

継　続 61 事業
意見なし 34 事業

改善点等あり 27 事業
廃　止 2 事業
合　計 63 事業

評価委員会による評価
目標達成 10 事業
概ね達成 29 事業
半ば達成 13 事業
わずかに進展している 6 事業
ほとんど進展なし 5 事業
合計 63 事業

担当課による評価

※ U・I ターンのための賃貸住宅家賃等補助金は、評価結果を踏まえた町長による見直しにより継続となりました。

　わが国は平成20年（2008年）をピークに人口減少社会に移行しており、今後も少子
高齢化が進むことで地域経済の縮小や労働力の減少、地域活力や地域機能の低下が懸念
されています。「湯沢町人口ビジョン」は、今後の人口の推移による住民生活や地域経済
への影響を分析し、効果的な施策を立案するうえでの重要な基礎情報となるものです。
　湯沢町では、国が定めた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を勘案して策定した「湯沢町総合戦略」に基づき、
平成27年度から各種施策を推進しています。この間、新型コロナウイルス感染症の流行拡大により観光業等は大
きな打撃を受けました。一方で、リモートワークなど時間や場所にとらわれない働き方が普及するなど、デジタ
ル技術活用の機運が急速に高まり、国は「全国どこでも誰もが便利に暮らせる社会」を目指した取組を推進する
こととなりました。これらを踏まえ、湯沢町においてもこれまでの総合戦略の取組を継承し、人口ビジョンに掲
げた将来展望の達成に向けた施策の推進を目的として、令和7年度から令和12年度の6年間を計画期間とする「第
3期湯沢町総合戦略（湯沢町デジタル田園都市構想総合戦略）」を策定しました。

湯沢町人口ビジョン・
 　総合戦略について

事 務 事 業 評 価
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事務事業評価・湯沢町人口ビジョン・総合戦略について

総合戦略の取組
　「湯沢町総合戦略」は、人口ビジョンで掲げた将来展望の目標値を達成するための具体的な施策・事業をまと
めたものです。

湯沢町人口ビジョン・
総合戦略

事務事業評価

湯沢町ホームページにて「事務事業評価」・「湯沢町人口ビジョン・総合戦略」の詳細を公開しています

基本目標1　地域の特色を活かした、活力ある産業が持続するまち
【企画観光課】�資格取得支援 1,600千円、多様な働き方の推進 1,100千円、働き方改革の

推進 100千円、企業誘致 281千円、起業支援 2,570千円

基本目標4　多くの人が訪れ、交流する活気あふれるまち
【企画観光課】�デジタル技術を活用した観光マーケティング 6,633 千円、観光人材の育成

350 千円、MICE 誘致 4,000 千円
【企画観光課・建設課】グリーンシーズンの誘客促進 9,722 千円

基本目標2　若者が生活の場として選択するまち
【企画観光課】�移住・定住支援 9,155 千円、住宅取得支援 988 千円、新幹線通勤支援 4,400

千円、有資格者移住・就労支援 11,380 千円
【教育課】U ターン促進奨学金返還支援事業補助金 600 千円

基本目標3　子どもがすくすく育つまち
【企画観光課】婚活支援 651 千円
【町民課、健康増進課】出産支援 7,690 千円
【町民課、教育課、子育て支援課、認定こども園】子育て支援 123,492 千円

基本目標5　安全・安心で快適に暮らせるまち
【防災管財課】災害に強い地域づくり 300 千円
【企画観光課】�移動利便性の向上 55,138 千円、リゾートマンション適正管理支援 1,596

千円、若い世代のまちづくりへの参加促進 82 千円

令和７年度の総合戦略の施策展開（予算総額　241,828千円）

湯沢町ホームページ
ホーム   ▽   町について知りたい   ▽   政策・計画・取り組み   ▽  湯沢町まち
づくり各種計画 ▽  「事務事業評価」もしくは「湯沢町人口ビジョン・総合戦略」
のページをご覧ください。
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起業サポート補助金 担当課 企画観光課 事業費 2,500 千円（前年度 2,500 千円）

湯沢町で起業・新規事業参入する個人事業主、法人に対して起業のための経費を補助します。

地域活動支援事業 担当課
企画観光課
環境農林課

教育課
事業費 97,004 千円（前年度 114,900 千円）

住民や町内事業者と協同しながら地域の活性化を目指す「地域おこし協力隊」の隊員の活動にかかる予算です。
この事業にかかる予算には国の特別交付税が充てられます。

１ 魅力にあふれ、活力と賑わいのあるまちづくり（産業振興・就労）
　湯沢町の四季折々の魅力を再発見し、育み、そのよさを広く伝えていくと
ともに、町民と観光客とのあたたかな交流を創出することで、多くの人々が
年間を通じて、何度も訪れたくなるまちづくりを推進します。
　また、各種産業の生産・経営基盤の強化支援を図りつつ、多様な連携によ
る新しい価値の創出やブランド力の強化を推進し、競争力の高い産業の育成
を図るとともに、地域特性を活かした企業誘致、起業支援や新しい働き方を
可能とする環境づくりを促進し、町内での働く場の創出を図ります。

主 な 事 業
町長が 3 月議会で述べた令和７年度の施政方針の内容に沿って、今年度の主な事業を紹介
します。施政方針は、町の最上位計画である「湯沢町総合計画」に掲げられた 5 つの基本
政策に沿って示されています。
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地域活性化起業人派遣 担当課 企画観光課 事業費 11,200 千円（新規事業）

湯沢町観光まちづくり機構に人材を派遣し、データに基づいたマーケティングやプロモーションを行うとと
もに、自主財源の確保についての支援を行います。

湯沢町観光まちづくり
機構運営支援補助金 担当課 企画観光課 事業費 87,265 千円（前年度 79,162 千円）

湯沢町の観光施策の中心となる、一般社団法人湯沢町観光まちづくり機構の運営を支援するための予算です。
誰もが湯沢町を訪れたくなる様々な事業を展開することにより、多くのお客様で湯沢町が賑わうことが期待
されます。

サイクルツーリズムの
推進 担当課 企画観光課 事業費 2,511 千円（新規事業）

通年型の観光振興を図るため、サイクルツーリズムを新たな観光資源として推進します。

湯沢版 MaaS
推進協議会負担金 担当課 企画観光課 事業費 20,000 千円（新規事業）

フジロックフェスティバルの会場から越後湯沢駅までのシャトルバス運行経費について、国庫補助を活用し
た地域交通の枠組の中での支援を行います。

登山道・遊歩道整備 担当課 環境農林課 事業費 3,100 千円（前年度 4,600 千円）

登山道や遊歩道を安心して利用できるよう改修を行います。

主な事業
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予防接種事業 担当課 健康増進課 事業費 42,690 千円（前年度 18,171 千円）

各種予防接種について接種率を高めるよう努めます。定期接種化された高齢者の帯状疱疹予防接種等が追加
されています。

介護保険事業費 担当課 福祉介護課 事業費 164,884 千円（前年度 167,433 千円）

介護保険制度は、介護を必要とする方が必要なサービスを利用できるよう、40歳以上のすべての方が保険料
を負担し支えあう制度です。一般会計から介護保険事業を行う介護保険特別会計への繰出金、介護人材の確
保や処遇改善にかかる予算です。

検診事業 担当課 町民課
健康増進課 事業費 13,038 千円（前年度 13,222 千円）

病気の早期発見・早期治療につなげるため、各種検診を行います。

国民健康保険事業費 担当課 町民課 事業費 94,786 千円（前年度 90,936 千円）

国民健康保険は、加入している人がケガや病気になったときに備え、保険料を負担しあい安心して医療機関
を受診できるようにするための制度です。一般会計から国民健康保険事業を行う国民健康保険特別会計への
繰出金にかかる予算です。

後期高齢者医療事業費 担当課 町民課
健康増進課 事業費 145,435 千円（前年度 140,638 千円）

高齢者の適切な医療の確保を目的として行われています。75歳以上の人（一定の傷害がある場合は 65歳以
上）は、後期高齢者医療保険に加入します。

２ 地域で支え合い、笑顔があふれるまちづくり（保健・福祉・医療）
　一人ひとりが自らの健康状態を把握しつつ、主体的な健康づくりを行うこ
とができる地域づくりを促進するとともに、誰もが地域の中で役割を持ち、
様々な分野で活躍できる居場所を創出することにより、心身の健康の確保に
つなげます。
　また、多様な主体が連携・協力しながら、一人ひとりの状況に応じた包括
的な支援が行われる体制づくりを推進し、誰もがこのまちで自分らしく安心
して暮らしていくことができるまちづくりを推進します。
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主な事業

老人福祉費 担当課 福祉介護課 事業費 50,496 千円（前年度 50,118 千円）

老人福祉に関する予算です。老人福祉施設等への負担金・補助金、福祉バスの運行、路線バスの運賃補助、
各種高齢者生活支援事業、養護老人ホーム等の入所措置にかかる予算が計上されています。

児童福祉費 担当課 子育て支援課
町民課 事業費 599,507 千円（前年度 513,610 千円）

子育て支援に関する予算です。認定こども園、放課後児童クラブ、総合子育て支援センターの運営のほか、
児童手当等にかかる予算が計上されています。

母子健康事業費 担当課 町民課
健康増進課 事業費 41,505 千円（前年度 35,577 千円）

母親と子どもの健康保持と増進をはかることを目的に様々な事業を実施しています。不妊治療にかかる経費
の一部助成や、妊婦一般健診助成、妊産婦医療費助成を行っています。18歳までの子ども医療費を通院、入
院とも全額補助（自己負担無料化）することで、子育てを支援しています。

すくすく子育て応援金 担当課 町民課
教育課 事業費 7,250 千円（前年度 7,750 千円）

出生時、小学校入学時、中学校入学時にお祝い金として「すくすく子育て応援金」を支給しています。

給食費無償化事業 担当課 子育て支援課
教育課 事業費 34,369 千円（前年度 32,189 千円）

子育て世代の経済負担を軽減するため、認定こども園の園児（3歳以上児）と小中学校に在席している児童・
生徒について、給食費を無償化する事業です。事業費は、こども園対象園児の無償化分（7,722 千円）と小・
中学校対象児童・生徒への補助金（26,647 千円）の合計です。

障がい者福祉関連事業 担当課 福祉介護課 事業費 229,324 千円（前年度 222,605 千円）

障がい者への各種福祉事業を実施する予算です。社会福祉協議会等と連携しながら障がい者の福祉向上に努
めます。

病院事業費 担当課 健康増進課 事業費 217,236 千円（前年度 329,654 千円）

湯沢病院が地域の「かかりつけ医」として、365日 24時間の診療体制を継続するために、一般会計から病
院事業会計に繰り出す予算です。指定管理者である公益社団法人地域医療振興協会と緊密に連携し、医療機
能の維持に努めます。
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中山間地域等
直接支払交付金 担当課 環境農林課 事業費 9,935 千円（前年度 12,127 千円）

農業生産条件が不利な中山間地域等で、耕作放棄地の発生を防止するために導入された制度です。湯沢町では、
添名、滝ノ又、原地区に加え、神立地区の芝原、七谷切、戸沢、平沢が設立した越後神立協定が交付金を受
ける予定です。

農作物被害防除事業 担当課 環境農林課 事業費 6,076 千円（前年度 6,069 千円）

農作物を荒らす有害鳥獣対策として、電気柵の設置にかかる費用を補助したり、猟友会と協力して駆除・捕
獲を行なったりします。

環境衛生費 担当課 環境農林課 事業費 30,494 千円（前年度 31,572 千円）

循環型社会を推進するため再生可能エネルギー普及促進補助金を実施するほか、斎場の運営委託（南魚沼市）、
霊園管理等が計上されています。

塵芥処理・し尿処理費 担当課 環境農林課 事業費 646,367 千円（前年度 503,593 千円）

町内のごみの収集運搬業務のほか、南魚沼市へのごみ処理施設運営業務、し尿処理施設運営業務の委託等が
計上されています。南魚沼市と建設を予定している新ごみ処理施設関係の予算も計上されています。

多面的機能支払交付金 担当課 環境農林課 事業費 11,802 千円（前年度 12,077 千円）

農業や農村が持つ多面的な機能の維持や、機能の発揮を図るための地域の共同活動を支援し、地域資源の適
切な保全管理を推進するための交付金です。地域共同で行う多面的機能を支える活動（遊休農地の有効活用
や農地周囲の環境改善活動の強化等）や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を支援し
ます。

３ 自然と共生し、安全・快適に暮らせるまちづくり
　 （環境・基盤整備・安全安心）
　本町の財産でもある豊かな自然を守るため、その大切さや意義を町民や事
業者などと共有し、自然環境を保全する取組を総合的に推進するとともに、
自然の恵みを享受し、調和し、共に暮らしていくまちづくりを推進します。
　また、道路や橋梁、上下水道といった社会インフラの整備・長寿命化や公
共交通の充実を図り、安全・安心な生活環境の整備を推進するとともに、災
害発生時をはじめ、様々な危機が発生した際に迅速かつ適切な判断・行動と
被害を最小限に抑えるための環境整備を推進します。
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主な事業

町有林保育事業 担当課 環境農林課 事業費 14,303 千円（前年度 12,103 千円）

森林経営計画により、下刈り、除伐、枝打ち、間伐等を適切な時期に行い、木材の価値および環境保全機能
を高め、健全な森林を育成します。

除雪対策費 担当課 建設課 事業費 383,313 千円（前年度 352,376 千円）

雪国における冬期間の道路交通確保は、生活、経済活動を支える重要な事業です。国、県、町民の皆さまと
連携を図りながら、効率的な除雪を行います。今年度はロータリ除雪車の購入を予定しています。

道路橋梁・河川・
公園・下水道 担当課 建設課

上下水道課 事業費 1,799,604 千円（前年度 1,219,992 千円）

道路・橋梁等の社会資本の整備・維持管理にかかる予算です。長寿命化計画などに沿って、計画的、効率的
な予算の執行に努めます。

湯沢西地区街なみ
環境整備事業 担当課 建設課 事業費 6,088 千円（前年度 2,588 千円）

店舗修景整備の補助等、引き続き「湯沢西地区街なみ環境整備事業」を進めます。今年度は西口駅前広場の
案内看板整備を予定しています。

一般住宅改修支援費 担当課 建設課 事業費 5,730 千円（前年度 31,612 千円）

克雪すまいづくり、屋根雪下ろし安全対策、木造住宅耐震診断・耐震改修、住宅バリアフリー化工事など、
補助金の予算を計上しています。

災害対策費 担当課 防災管財課 事業費 29,241 千円（前年度 25,189 千円）

防災、災害に対応するための予算です。消防サイレン吹鳴スピーカーの新設や災害用物品の備蓄等を行います。
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４　個性を伸ばし、文化を育むまちづくり（教育・文化）
　次代を担う子どもたちが一人ひとりの個性や能力を伸ばし、「生きる力」
を身につけることができるよう、質の高い学校教育を推進するとともに、家
庭や地域の教育力の向上を図り、地域ぐるみで子どもの健やかな心身を育み
ます。
　また、生涯を通じて主体的に学ぶことができる環境づくりを推進し、活動
を通じた多様な交流機会を創出するとともに、地域固有の文化を保存・継承
する活動を支援し、まちの個性のさらなる醸成と郷土に対する誇りや愛着を
育みます。

学校給食費 担当課 教育課 事業費 122,736 千円（前年度 118,001 千円）

湯沢学園（小・中学校）の給食の提供にかかる予算です。賄材料費 32,324 千円、調理業務委託 33,381
千円が主な経費です。P13 の給食費無償化事業の補助金（26,647 千円）も含まれています。

公民館費 担当課 教育課 事業費 55,694 千円（前年度 56,235 千円）

民間に管理を委託している湯沢町公民館の他、地区館等の運営にかかる予算です。「越後湯沢全国童画展」の
予算もここに計上されています。

生涯スポーツ推進費 担当課 教育課 事業費 26,580 千円（前年度 26,165 千円）

生涯スポーツの振興にかかる予算です。総合型地域スポーツクラブ「ユースポ！」や、各種スポーツ団体へ
の補助、スキーリフト等共通乗車証の補助等の予算を計上しています。

文化財保護費 担当課 教育課 事業費 20,811 千円（前年度 19,928 千円）

文化財保護にかかる予算です。歴史民俗資料館「雪国館」の指定管理者制度による運営には 10,698 千円が
計上されています。

学園管理費 担当課 教育課 事業費 183,213 千円（前年度 173,201 千円）

湯沢学園（小・中学校）の管理全般にかかる予算です。

学園振興費 担当課 教育課 事業費 73,194 千円（前年度 31,619 千円）

湯沢学園（小・中学校）の日常的な教育活動にかかる予算です。
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主な事業

５　新たな時代に対応した、地域ぐるみのまちづくり
　　（行財政運営・コミュニティ）
　魅力的な環境の整備と効果的なプロモーションにより、若者の移住・定住
を促進するとともに、様々な分野における先端技術の活用や多様性を認め合
う共生社会の形成、新しい生活様式への対応など、時代の変化を捉えた柔軟
で持続可能なまちづくりを推進します。
　また、コミュニティ活動の活性化を図りつつ、地域課題を共有しながら、
多様な主体が参画する協働の町政運営を図るとともに、効率的・効果的な事
務事業の実施や創意工夫による財源の確保、職員の資質・能力向上を図りつ
つ、目指す将来像の実現に向けた戦略的な投資を行うなど、限られた資源を
有効活用した効果的な施策の推進を図ります。

移住・定住促進事業 担当課 企画観光課 事業費 27,123 千円（前年度 57,568 千円）

移住・定住の相談等に対応する「ワンストップ移住定住促進業務」のほか、移住支援のための各種補助等の
予算を計上しています。

リゾートマンション
交流活性化事業補助金 担当課 企画観光課 事業費 1,000 千円（前年度 1,000 千円）

リゾートマンション居住者のコミュニティ醸成および地域との交流事業を活性化するための補助金です。

湯沢こころのふるさと
基金事業 担当課 企画観光課 事業費 412,690 千円（前年度 444,221 千円）

ふるさと納税にかかる寄付者謝礼やポータルサイト利用料等の予算を計上しています。令和7年度予算では、
8億 5,000 万円の寄付を目標に事業に取り組みます。

情報化推進費 担当課 総務課 事業費 255,665 千円（前年度 152,828 千円）

情報化の推進にかかる予算です。湯沢町では、情報システムの調達・運用を民間に包括的に委託することで、
情報関連経費の削減を図っています。
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